
　本研究チームは「世界観に関する思想的研究」と

題して、哲学、倫理学、宗教学、神話学の諸分野に

おける世界観の特色について研究を行った。この報

告書では、最終的な構成員である９名について、研

究期間中の研究成果および研究業績を紹介したい。

石田　和夫

【研究成果】

　東洋世界における真理探究の事例をできる限り広

い範囲で収集に努めてきた。具体的な例を挙げると、

中国にあっては宋・明時代の新儒教の担い手たち、

朱子・王陽明はもちろん、いわゆる気の哲学の創始

者と目される羅整庵の世界観。日本の江戸時代に

あっては、山崎闇斎を筆頭とする崎門の思想家たち

の世界観。朝鮮の李朝時代にあっては、李退溪を中

心とした朱子学者たちの世界観。中心的に取り上げ

た研究対象は以上のとおりであるが、このほかに、

幕末・維新期に長崎の平戸で活躍した楠本端山・碩

水や江戸前期、博多の街で活躍した貝原益軒、さら

には京都の伊藤仁斎等、周辺に位置する思想家たち

の世界観にも迫った。

岩隈　　敏

【研究成果】

　道徳の根本法則が実践的命題としての要請である

ことは「証明できないが確実な命題」であり、「な

すべきであるが故になしうる」ことが要請の基本特

徴とされる。根本法則が実践的命題としての要請で

あると主張できるには、法則の下でなすべき実質と

それをなしうることを、ある仕方で直観的に把捉で

きねばならない。根本法則は純粋実践理性によるか

ら直接直観化（図式化）はできない。すると、カン

トがその主張を『判断力批判』で初めてなしえたこ

とはよく解る。根本法則を直観に近づけ感情に近づ

けるという実践的判断力の課題は、「美しいものへ

の知性的関心」の議論をへて達する「美しいものは

道徳的に善いものの象徴である」という象徴論で解

決されるからである。美しいものの保護・保存は、

「美は道徳的理念に付き添われる資格を有する」ゆ

えに、普遍妥当性の形式を具えた格率の実質そのも

のであることから、なすべきことも、なしうること

もある仕方で直観的に把捉できる。

小笠原史樹

【研究成果】

　中世ヨーロッパのキリスト教的な世界観と「セカ

イ系」に見られる現代日本の世界観とを比較し、検

討した。この十年程度、「日常的な問題が社会領域

を媒介せずに抽象的な世界の問題へ直結する」等の

傾向を有するサブカル作品が「セカイ系」と呼ばれ、

評論の分野で議論の対象となるに留まらず、学問的

な研究の対象ともなっている。それら諸言説を分析

した結果として第一に、「セカイ系」への批判が①

社会領域の欠如それ自体に対する批判と②世界の問

題の矮小化に対する批判とに二区分され得ること、

第二に、神と個人を直結させる類の宗教的な世界観

と「セカイ系」の世界観とを比較した場合、両者に

は一定の共通点が認められるものの、前者が有する

社会や個人への批判機能を後者は必ずしも有してい

ないこと等が明らかとなった。 
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柏田　康史

【研究成果】

　グローバル化とボーダレスが進行する現代世界に

あって、近年急速に、変化と解体、衝突と再編の危

機にある「社会・共同体」の成り立ちを再考し、特

に「国家」とそのイデオロギーである「ナショナリ

ズム」に焦点をあて、その倫理的な意味や問題点に

ついての研究を行った。

【研究業績】

　「ナショナリズム―倫理、共同体、民族―」『福岡

大学研究部論集Ａ：人文科学編』Vol．10 No．2、平

成２２年。

岸根　敏幸

【研究成果】

　二つの分野に関する研究に従事した。その一つは、

日本神話の世界観に関する研究であり、『古事記』

神話と『日本書紀』神話の記述のうちで、特に世界

観を明示する冒頭の記述について、詳細に比較する

という方法を通じて、両神話の特色を考察した。も

う一つは、大乗仏教を代表する中観思想に関する研

究であり、特にチャンドラキールティの中観思想の

全体像について、近年の研究成果を踏まえながら考

察した。

【研究業績】

　「『古事記』神話と『日本書紀』神話の比較研究―

特に別天つ神、神世七代、国生みをめぐって―」『福

岡大学人文論叢』第４４巻第４号、平成２４年。

　「チャンドラキールティの中観思想」『シリーズ大

乗仏教６ 空と中観』（春秋社）、平成２４年。

小林　信行

【研究成果】

　現代では数ある社会形態の中でもデモクラシーが

他の社会形態と比して多くの利点をもつと考えられ

ている。しかしデモクラシー理解は一様ではなく、

二つの拮抗する世界観が含まれる。伝統的な自由主

義は、個々の自立した人間の集合をデモクラシーの

基盤と見るが、他方、とくに現代では福祉や人権の

名のもとに社会主義を反映したデモクラシーが模索

されている。これはデモクラシーの基盤が構成員の

平等という面にあるとする価値観にもとづいている。

前者が、ホッブズ以来の競争的世界観を引き継いで

いるのに対して、後者は現実分析にもとづいたもの

というよりも、むしろ平等という理念的な世界観に

もとづいており、宗教的とも揶揄される所以である。

【研究業績】

　「デモクラシー国家研究：古典的観点から」『福岡

大学人文論叢』第４３巻第２号、平成２３年。

関口　浩喜

【研究成果】

　近年 CD-ROM 化された遺稿群に基づいて、後期ウィ

トゲンシュタインにおける「世界」の概念を検討す

る作業を行なった。ウィトゲンシュタインは、自ら

の核心的な哲学的方法である「一目瞭然に見てとれ

る記述（ u bersichtliche Darstellung）」に関連して「世¨

界観（Weltanschauung）」という言葉を用いている。

また、後期から晩期にかけてのテキストにおいては

「世界像（Weltbild）」という言葉が重要な役割を果た

している。これらの言葉の用法を遺構に基づいて解

明することを課題とした。

平井　靖史

【研究成果】

　時間論をベースにした自由概念の哲学的解明とい

う観点から世界理解の諸相を解明する作業に従事し、

国内外での仏語による発表・論文の刊行という形で

一定の成果を得た。

【研究業績】

　「自由にとって時間とは何か―ベルクソンにおけ

る可能性なき自由について―」『西日本哲学会年報』 

第１９号、平成２３年。

　“Impr e visibilit e  comme libert´ ´  e  chez Bergson”, Dis- ´

s e minations de L’ e volution cr´ ´  e atrice de Bergson, OLMS, ´

2012.

　“ E v́ e nement et personnalit´  e , Annales Bergsoniennes VI: ´

Bergson”, Le Japon, La Catastrophe, PUF, 2013. 
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宮野真生子

【研究成果】

　近代日本において新たに構築された哲学の営みを、

九鬼周造と田辺元の思索から明らかにすることを試

みた。具体的には、個人主義の成立にともない問題

となった「個体」の概念を九鬼周造の「偶然性」と、

田辺元の「絶対無即愛」の立場を結びつけることで、

それぞれの存在のかけがえなさに立脚する個のあり

方を解明し、現代の日本において問題となっている

震災以後の世界観についての視座を示した。

【研究業績】

　「「倫理」としての「偶然性」」『理想』６８５号、平

成２２年。

　「九鬼周造の存在論理学」『西日本哲学年報』１９号、

平成２３年。
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はじめに

　現代中国の経済成長は昨年まで稀に見るスピード

で継続してきており、その GDP 規模は一昨年には

日本を超えたと言われている。この間、そうした状

況が高度成長期の日本によく似ているのではないか

と言われるようになり、様々な論考が発表されてき

た。だが、いずれの検討も、高度成長の状況が似て

いるということの意味が明確でないため、比較が単

なる印象論に終わっているきらいがある。

　実際、高度成長期の日本と現代中国では、時代環

境の違いということから、背景となる世界経済環境

も全く異なっているし、産業構造を形作る製品構成

や技術水準も大きく違っている。だから、年率１０％

程度の経済成長率が２０年程度に渡って継続すること

というように高度成長を定義したとしても、その中

身までが似ているということをどのように示すこと

ができるかというのは難しい問題である。

　実際、現代中国を巡る諸論考も含めて、高度経済

成長についての経済学的研究では、類似性の計量的

意味ということを明確にできなかった点で、学問的

分析として大きな欠陥があったと言える。

　私たちの研究では、近年の計量経済学の発展を踏

まえて、構造 VAR モデルを用いることで高度成長

期日本と現代中国の類似性をデータに基づいて厳密

に提示することに成功した。こうした研究を踏まえ

ることによって、東アジアの経済社会環境のどのよ

うな面が高度経済成長を可能にしたのかという背景

を巡る研究に新たな光を当てることができるのでは

ないかと思われる。

１．戦後経済成長と東アジア

　日本が高度経済成長を遂げた１９５０年代、６０年代は、

世界経済全体にとっても特異な成長期であったと言

える。そうした状況下でもいかに東アジアの成長が

目覚ましかったかを見るために、１９５０年から１９８７年

までの年平均成長率を下表にまとめてみた。時間を

長めに取っているのは、日本を除く東アジア諸国の

経済成長が、日本に比べて少し遅くなることと、ソ

連邦崩壊や東西ドイツ合併の時代より前について見

る必要があることからである。（Maddison, A., The 

World Economy in the 20th Century, OECD, Paris, 1989）

　まず、はっきりしているのは、日本、中国、韓国、

台湾といった東アジア諸国が、アメリカ合衆国、イ

ギリス、西ドイツ、フランスといった西欧諸国の２

倍程度のスピードで経済成長していることである。

この一つの説明要因として人口増加のスピードを見

ると、確かに東アジア諸国の方が西欧諸国よりも速

く人口が増えているが、それは決して経済成長の大

きな部分を占めてはいない。むしろ、GDP 成長率か

ら人口増加率を引いて算術的に求められる、１人あ

たり GDP の増加に起因する部分が大きい。１人あ

たり GDP の増加は、資本蓄積や技術進歩などを原

因とする、労働生産性の伸びによって起こるから、

やはり、東アジア諸国の高度経済成長を生み出した

のは、経済内的な要因であるということが分かるで

あろう。
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図表１　戦後諸国の年平均経済成長率

１人あたり GDP人　口GDP国　名

６.０１.０７.１日　　本

４.５１.８６.５中　　国

５.５２.０７.６韓　　国

６.１２.５８.８台　　湾

１.９１.３３.２アメリカ合衆国

２.２０.３２.５イギリス

３.８０.５４.４西ドイツ

３.２０.８４.０フランス



２．構造 VAR モデルによる高度経済成長の分

析

　高度経済成長は、私たちが２０年程度の期間と定義

したように時間を通じた現象である。過去３０年ほど

の計量経済学では、こうした時間を通じた現象の

データ分析を行う時系列分析の手法が発展し、利用

されるようになってきた。

　東アジアの高度経済成長の類似性を見るには、広

く経済構造の比較を行う必要がある。しかし、既に

述べたように、第一に、高度成長期日本と現代中国

では産業構造に大きな違いがあり、その比較を強い

て行うことは、恣意的な当て嵌めになる危険性があ

る。第二に、マクロ経済変数間の関係を見るために

構造方程式モデルのパラメーター推計をしても、そ

れは成長という動的なものではなく、１時点におけ

る静止画の比較になってしまうため、高度経済成長

の比較としてはあまり意味がない。それに関連して、

第三に、マクロ計量経済学における時系列分析を創

始したクリストファー・シムズが指摘するように、

構造方程式モデルを特定の理論に依拠したものとし

て作る必要があり、客観的で先入観の入らない分析

にならない可能性がある。

　そこで、私たちは、時系列分析のなかで、変数間

の緩やかな構造を析出できる構造 VAR モデルを用

いた計量分析を選択した。その際の変数は実質 GDP 

と GDP デフレーターの二つと、モデルを極力単純

にした。理由は、高度成長期日本と現代中国の比較

を行う際に、為替レートや金融変数を入れることは、

あまりに時代状況を無視しすぎており、却って類似

性を見逃すことに繋がると考えたためである。また、

長期的な供給側の要因を示す実質 GDP と、短期的

な需要側の要因を示す GDP デフレーターという２

変数の関係を見ることによって、高度成長という現

象が供給要因と需要要因とのどちらが主導的な役割

を担って起きたのかを明らかにすることができる。

　さて、分析に使ったデータは、高度成長期日本が

１９５４年から１９７３年までの２０年間、現代中国が１９９２年

から２０１１年までの２０年間である。また、比較のため

に、現代中国に対応する時期の現代日本についても

同様の分析をした。

　まず、単位根検定をした結果、６系列いずれの時

系列データも非定常であることがわかった。そこで、

モデルのかたちを決めるために共和分検定を行った。

結果は、高度成長期日本と現代中国の各２系列の時

系列データ間には共和分関係が認められたが、現代

の日本では認められないというものだった。

　つまり、高度成長下では供給要因と需要要因との

間に着かず離れずの関連性が見られるが、現代の日

本ではそれが失われているのである。

　共和分関係のある高度成長期日本と現代中国では、

VEC モデルを用いる必要がある。その推計結果は以

下のとおりである。係数の符号の一致に注目された

い。

〔高度成長期日本〕

 

〔現代中国〕

 

　これに対して、現代日本の推計結果は以下のとお

りである。

〔現代日本〕

 

　係数の符号を見ただけでも、経済構造の変化が見

て取れる。

３．インパルス反応に見る東アジア高度経済成

長

　構造 VAR モデルの推計結果を使って、変数間の

影響関係の有無やその強さを視覚的に見ることがで

きる。すなわち、それぞれの変数に攪乱ショックを
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与えた場合にそのインパルスがどのように伝わって

いくかをグラフ化するのである。

　下にそれぞれの経済のインパルス反応を示した。

グラフは縦軸がインパルスの大きさ、横軸が時間の

推移である。いずれの図でも、左上が、実質 GDP 

が実質 GDP ショックにどのように反応するか、右

上が、実質 GDP が GDP デフレーター・ショックに

どのように反応するか、左下が、GDP デフレーター

が実質 GDP ショックにどのように反応するか、右

下が、GDP デフレーターが GDP デフレーター・

ショックにどのように反応するか、を示す。

　高度成長期日本では、実質 GDP が大きくなると

それが更に GDP を大きくする方向に累積的に働き、

その影響は減衰しないことが分かる。同様に GDP 

デフレーターについても、物価の上昇が累積的に物

価の更なる上昇を導いている。その GDP デフレーター

であるが、実質 GDP からの影響は時間を追うほど

大きくなる。すなわち、生産の増大が徐々に物価を

上昇させているのである。これにたいして、物価が

上昇すると生産にはマイナスの影響があることが右

上のグラフから分かる。しかし、その影響は徐々に

無くなっていく。

　これと実に対照的なのが現代日本である。日本の

経済構造は高度成長期と比較して全くと言っていい

ほど変わってしまった。実質 GDP の増大は生産に

プラスの影響を与えるが、その影響は累積的ではな

く減衰している。GDP デフレーターの影響は一定の

大きさで持続する。つまり、物価が低下するときは

その低下が一定スピードで持続するのである。さら

に、実質 GDP の増加は GDP デフレーターにマイナ

スの影響を与えている。逆に、GDP デフレーターの

影響は実質 GDP に対して、弱いながらプラスに働

く。つまり、物価が上がれば生産は若干増えるだろ

うが、物価が下がれば生産も減少するのである。

　現代中国については、まず、一目瞭然の類似性が

高度成長期日本との間に見られることが分かる。最

もはっきりしているのが、実質 GDP が累積的に自

らを増やしていくところの類似性である。物価が物

価を更に上昇させる関係も共通だが、高度成長期日

本に比べて現代中国では、影響が累積せず一定に保

たれる点が若干異なっている。生産の増大に反応し

て物価が上がっていく関係も、高度成長期日本とよ
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図表２　高度成長期日本におけるインパルス反応
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図表３　現代日本におけるインパルス反応

図表４　現代中国におけるインパルス反応



く似ている。プラス、マイナスの方向は高度成長期

日本と一緒だが、かなり違うように感じるのが、GDP 

デフレーターに対する実質 GDP の反応である。中

国の場合、マイナスの影響が減衰するどころか増大

していく。物価の安定は、この意味で、現代中国が

安定した経済成長を今後持続していくという観点か

らは重要であろう。

おわりに

　私たちは本研究で、戦後世界経済を特徴づける、

東アジア諸国の経済成長が、現象的・表面的な類似

性に留まらない、ある一定のパターンに沿ったもの

である可能性を、計量経済学的観点から初めて明ら

かにした。これまで、こうした検証なしに言われて

きた、東アジア的な特性がどこにあるかを、仮説と

して三つにまとめておきたい。

　第一に、東アジア的な勤勉さと大衆的な教育熱と

いうことである。これらは儒教的な道徳観や科挙制

度がかつて存在したことに由来するのかもしれない

が、人的資本の蓄積を容易にし、生産性を高めるこ

とに繋がった。

　第二に、旺盛な貯蓄性向とそれを資本蓄積に繋げ

る金融制度の存在である。現代の中国も含めて、東

アジア諸国の場合、金融への国家的統制がきつい一

方、政府自体が成長志向の融資誘導を行った。

　第三に、経済成長と時期を同じくしてのインフラ

整備ということである。これは戦後成長期以前にか

なりのインフラ整備のあった西欧諸国と異なる点で

あり、こうした公共投資が需要面からも成長に寄与

した面があったように思う。
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【研究成果】

　力学の諸問題は微分方程式で記述され、その数学

的な研究は長い歴史をもち、現在もいろいろな観点

から研究が活発に行われている。本研究では流体力

学および関連する諸問題に現れる微分方程式につい

て、各自がそれぞれの立場から研究を遂行した。

　田中は、机の上の水滴の運動を非圧縮性粘性流体

の運動を記述する非線型偏微分方程式（Navier-Stokes 

方程式）の自由表面問題として定式化し、その一意

可解性について調べた。そのための第一段階として

本研究では流れの場が２次元的であると仮定し、Navier-

Stokes 方程式の非線形項（対流項）を無視して得ら

れる線型化方程式（Stokes 方程式）の、領域の角

（領域の幾何学的な特異点）の近くでの解の解析的

な特異性について研究した。Stokes 方程式の解を 

Poisson 核及び Bessel 関数を用いて具体的に表示し

て評価したところ、直観的には角の開きの大きさが

小さくて、領域が尖っているほど解に特異性がでる

のではないか、と思われたが結果は逆で、角の開き

が大きいほど解の特異性は強くなることが判明した。

結果は現在出版準備中である。

　山田は障害物条件を課した変分不等式を粘性解の

手法で取り扱う研究に取り組んだ。時間発展項にも

劣微分による制限条件のついた場合を主に調べた。

　川久保は一次元弾性体の数学的モデルである 

Kirchhoff 弾性棒やエラスティカを高次元 Riemann 多

様体内で考察する研究を行った。高次元空間形内に

おいて、エラスティカと Kirchhoff 弾性棒を比較し、

性質に大きな違いがあることを示した。具体的に

は、４次元以上の空間形において、エラスティカは

必ずある３次元全測地的部分多様体の中に収まって

しまう事が知られている。これに対し、低い次元の

全測地的部分多様体に決して収まらないような 

Kirchhoff 弾性棒を構成した（論文［K7］）。このよう

な性質の違いは、３次元 Euclid 空間での研究では得

られないものである。さらに、論文［K7］で構成し

た例は螺旋であるため、螺旋ではない例を作ること

も試みた結果、５次元空間形内に、螺旋ではない充

満な Kirchhoff 弾性棒が無限個存在することを示し

た（論文［K4］）。また、完備 Riemann 多様体におい

て、Kirchhoff 弾性棒の方程式の初期値問題を考察し

た。そして、初期値問題の大域解が一意的に存在す

ることを証明した（論文［K1］，［K3］）。

　三竹は広い意味のハミルトンヤコビ（HJ）方程式

やその弱結合系について粘性解と呼ばれる広義解の

時間大域的な挙動、均質化などの諸性質を考察した。

まず、非定常 HJ 方程式の境界値問題の解の長時間

後の漸近挙動（長時間挙動）について考察し、様々

な境界条件（状態拘束境界条件、Dirichlet 境界条件、

時間周期的 Dirichlet 境界条件、Neumann 境界条件、

非線形 Neumann 境界条件）がそれぞれどの様に解の

長時間挙動に影響を与えるかを徹底的に解明した

（論文［M1］，［M3］）。さらに、材料工学に現れる転

位をモデルとした界面運動方程式について考察した。

この等高面方程式の解の存在、一意性は、今までの

粘性解理論の一般論により示せない。数学的には、

界面の成長速度が界面に囲まれる領域に依存し，非

局所的に決まる事が本質的な原因である。この方程

式を動機として、コンパクトな界面の成長速度が場

所、時間、界面の法ベクトル、曲率と界面に囲まれ

る領域に依存して決まるような、より一般の非局所

界面運動方程式に対して粘性解理論を展開した（論

文［M2］）。また、複数のラグランジュ関数を考え、

確率的要素から決まる切替を考慮した変分問題又は
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最適制御問題を考察した。このコスト汎関数が粘性

解の意味で HJ 方程式の弱結合系の解である事を、

ジャンプ型伊藤の公式、動的計画原理を利用して示

した（論文［M5］）。また、結晶成長のモデルを動機

とした方程式を解析し、非常に薄いファセット成長

に起こる不安定性に対して数学的な裏付けとなる説

明を与えた。この際に現れる方程式は、HJ 方程式で

あり、非強圧的である事が特徴的である（論文［M4］）。
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【研究成果】

［１］超高分解能分光システムの開発

　分子スペクトルは広い波長領域にわたって複雑な

スペクトルを持つため、その精密計測には、高分解

能、高周波数精度、広波長範囲で測定可能な分光シ

ステムの開発が必要である。本研究では光周波数コ

ムを用いて、これらの要求を満たす超高分解能分光

システムを製作した。さらに、ヨウ素分子の超微細

構造スペクトルを広い波長領域にわたって測定し、

超微細構造定数の振動状態への依存性を検討した。

　製作した分光システムは、色素レーザーを分光光

源としたヨウ素分子の飽和吸収分光システムと、光

周波数コムによる光源の周波数校正システムからな

る。光源の色素レーザーは、半値半幅 200kHz 以下

の狭い線幅を持ち、今回使用した色素では 560-620nm 

の波長範囲で発振可能である。光周波数コムとして

は、モードロック Ti:Sapphire レーザーを用いた。こ

のモード間隔周波数とオフセット周波数を GPS 衛星

からの基準信号にロックすることで、高い周波数精

度が得られた。周波数校正システムでは、２つのレー

ザーのビート信号と、バンドパスフィルターを利用

した簡単な構成によって周波数マーカーを生成した。

この方法によって、掃引する色素レーザーの周波数

を容易に、高い精度で決定することが可能となった。

　この分光システムを用いて、570.1nm から 612.0nm 

まで、周波数にして約 36THz におよぶ範囲のスペク

トルを測定し、不確かさおよそ 100kHz で超微細構

造スペクトルの絶対周波数を決定した。さらに、各

遷移の超微細構造成分の周波数差から、超微細構造

相互作用を表す４つの超微細構造定数を求め、振動

状態への依存性について検討した。 

［２］複雑系素子ネットワークの非線形ダイナミクス

　反応拡散系で現れる自己組織化は、実験的手法や

数値シミュレーションによる再現、数理的な解析な

ど、自然界で現れるパターン形成を理解する上で非

常に有効な対象である。特に金属錯体の周期的な酸

化還元を示す、Belousov-Zhabotinsky（BZ）反応は多

様なパターンを比較的単純な系で再現できるため、

モデル実験系として重要である。金属錯体としてル

テニウム錯体を用いた系は、照射光に対して鋭敏な

応答性を持ち、金属錯体の酸化還元の周期的振動や

空間パターンに対する外的作用に対する系の応答性

を調べる上で重要な役割を果たす。さらに、酸化還

元の変化は、金属錯体の価数の変化として現れ、そ

の光の吸収スペクトルの変化は分光学的な手法によ

る時空間的な観測に適している。

　まず、振動子集団で現れる同期現象を再現するた

め、この自励振動反応を組み込んだ直径５００ミクロ

ン程度のシリカゲルを動的素子として、１００個基板

に固定するフォトリソグラフを援用した方法を確立

した。このアレイが長時間安定して機能できるよう

に、BZ 反応液を連続的に供給・排出できる開放型

のリアクターの開発を行った。さらに、素子間の結

合では、各素子に光学的な方法で系の反応情報をフィー

ドバックすることで、素子の動的コヒーレンスに応

じて結合対を変え得る可塑的結合ネットワークを実

現した。可塑的結合機構の組込みには、要素間の振

動の位相差が或る閾値以下の要素対では結合を強め、

閾値を超える要素対では結合を弱めるようなアルゴ

リズムをデザインした。このような可塑的結合で誘

起される同期現象やネットワーク構造を調べた。

　素子間の結合係数を定義する関数の、各素子間の

位相差に対する周期性を変えることで、２�クラスター

と３�クラスターの同期状態が実現することが見出
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された。２�クラスターではクラスター間の位相差

はπ、３�クラスターでは 2π/3 であった。このよう

なクラスター化現象は、結合係数が振動子間の位相

差に依らず一定の場合には現れなかった。振動子間

の結合係数はフィードバックの利得の成分を持ち、

その最適な強度においてクラスター同期が達成され

た。同期の程度はオーダーパラメータで定義され、

値が０のときランダム、１のとき完全同期をあらわ

す。オーダーパラメータの時間発展における飽和の

振る舞いから、２�クラスター同期の定常状態は、

３�クラスター同期の場合よりも早く達成されるこ

とがわかった。このとき、オーダーパラメータを最

大にするフィードバック利得の値は２�クラスター

の場合の方が、２�クラスターの場合よりも大きかっ

た。このように、可塑的な振動子間の結合を、振動

子間の位相差に応じた適応性フィードバックによっ

て実現することで、化学振動子の同期クラスター数

を制御できることを見出した。

　次に、空間的な多重構造を再現するため、油中水

滴型のマイクロエマルション（ME）の水滴部分を 

BZ 反応で構成し、この複雑性流体が示す時空間パ

ターンについて分光学的な手法を用いて調べた。一

般に BZ 反応の酸化の抑制因子は疎水的であり、ME 

中で酸化の促進因子よりも早く拡散する。ME の水

相の体積分率が低い場合には、系にチューリング不

安定性が生じ、定常な空間的周期構造が現れる。一

般に、BZ 反応では、還元状態を背景として酸化状

態をパターンと見なすため、２値的な空間構造が生

じる。このため、多値的な定常多重パターンは観測

されていなかった。今回、BZ 反応で用いる錯体と

して、フェロイン錯体と光感受性の強いルテニウム

錯体を共存し、照射光強度を調節することで、酸化

還元の中間状態を背景とした、酸化スポットと還元

スポットから構成される定常な多重パターンを新た

に見出した。このとき、狭帯域光観察（Narrow Band 

Imaging）を応用した分光学的な手法を用いた。多重

パターンが現れる条件として、共存させる２種の錯

体の割合と照射光強度にそれぞれ最適値があること

がわかった。特徴的な定常パターンとして、酸化還

元スポットが双極子様のペアで現れる場合や、交互

に鎖状に連なる場合が観測された。さらに、パター

ンを制御するために与えた参照光の空間的な構造に

従って、スポット状のパターン方向を制御できるこ

とを見出した。
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【研究概要】

　フコキサンチン（FCX）は、ワカメや昆布などの

海藻に含まれるキサントフィルの一種であり、白色

脂肪組織の UCP-1（脱共役タンパク１）を増加させ

て脂肪の分解を高めることにより抗肥満作用を示す

ほか、抗酸化作用、抗糖尿病作用などを有すること

が報告されている。一方、AMP 活性化プロテインキ

ナーゼ（AMPK）は、エネルギーの恒常性維持に深

く関わるほか、抗肥満因子としても知られている。

また、脂肪酸合成酵素（FAS）は、マロニル CoA か

らの脂肪酸合成を促進する酵素で、脂質代謝に関わ

る因子である。これまでに、我々は、肝由来細胞株

における FCX による AMPK のリン酸化を見いだし

た。そこで、本研究では、筋由来細胞株である C2C12 

細胞株における FCX の AMPK や FAS などのエネル

ギー調節因子に対する影響について in vitro で検討

した。

【研究成果】

１．C2C12 細胞における AMPK に対する FCX の影

響

　C2C12 細胞を 0-100µM の FCX で処理し、２４時間

培養後に、AMPK および p-AMPK の発現を WB 法

により調べた。FCX の処理により p-AMPK / AMPK 

の増加が認められた。これらの結果から、FCX は 

AMPK リン酸化（活性化）作用を有することが示さ

れた。

２．C2C12 細胞における FAS に対する FCX の影響

　C2C12 細胞を 0-100µM の FCX で処理し、１時間

または２４時間培養後に、FAS の発現を WB 法により

調べた。 FCX では２４時間処理において FAS の発現

低下が認められた。

３．C2C12 細胞における FAS に対する FCX の影響

　C2C12 細胞を 0-100µMの FCX で処理し、１時間

または２４時間培養後に、FAS の発現を WB 法により

調べた。FCX では２４時間処理において FAS の発現

低下が認められた。

　以上の結果より、AMPK は、AMP / ATP 比の増加

に伴いリン酸化を受けて活性化され、エネルギー産

生経路の効率を高める働きに関与する。FCX は、

AMPK のリン酸化に加え、脂肪酸合成酵素である FAS 

の発現低下を示したことから、糖尿病、高血圧、肥

満などの生活習慣病予防に有用である可能性が考え

られる。今後、他のキサントフィル類にも注目し、

C2C12 細胞を用いて筋肉における AMPK、FAS、SIRT1 

などのエネルギー調節因子に対する影響や、高脂肪

マウスにおける FCX の抗肥満効果を精査すること

により、生活習慣病の予防効果を目的とした健康食

品の開発や薬剤への応用に道が開けるのではないか

と期待される。
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